
狙い 経審・技術者制度の取扱い 見直しの視点

合併 ・間接部門合理化

・規模拡大による価格交
渉力・技術提案力等の向
上

・競合の回避

・事業領域の補完

（シナジー効果）

・経営状況の安定化

１．経営事項審査

・消滅会社の実績（完工高等）を存続会社に承継

２．技術者制度

・消滅会社の技術者についても「直接的かつ恒常的
な」雇用関係のある技術者として取扱い

（現行制度で対応済）

Ａ建設 Ｂ建設

ＡＢ建設

企業の再編形態毎の経営事項審査等の取扱いについて 資料 ６



狙い 経審・技術者制度の取扱い 見直しの視点

グループ化・

子会社化

・グループの規模拡大
による価格交渉力・技
術提案力等の向上

・競合の回避

・事業領域の補完

（シナジー効果）

・経営状況の安定化

・合併に比べ機動的な
経営戦略の展開

・合併に比べ、統合の
コストやリスクを低減

・事業リスクの分担

１．経営事項審査

（１）原則的取扱い

・企業の実績は、個々の法人毎に評価

（２）グループ経審

・企業集団毎に代表企業を決め、代表企業にグループ他社
の完工高と技術者数を集約

・経営状況は連結の財務諸表で評価

【認定要件】

・企業結合により経営基盤の強化を行おうとする建設業者
であること（グループ内再編は×）。

・企業集団を構成する建設会社間の機能分担が相当程度
なされていること（機能分社でなければ×）

・親会社が有価証券報告書提出会社であること 等

【課題】

・業種単位での実績集約ではメリットに乏しいのではないか

・認定要件が厳しいのではないか（適用事例が少ない）。

２．技術者制度

（１）原則的取扱い

・グループ間で出向した技術者の現場配置は不可（直接的
かつ恒常的雇用関係と認められない）

（２）企業集団認定制度

・企業集団認定の対象となったグループは、親子企業間の
技術者の出向が可能。

【認定要件】

・親会社が有価証券報告書提出会社であること

・親又は子会社のいずれかが経審を受けていないこと。

【課題】

・認定要件が厳しいのではないか（適用事例が少ない）。

・グループ経審の制度を
使いやすくするため、例
えば以下の通り改正して
はどうか。

【認定要件】

・グループ内再編や既存
のグループも可とする。

【評価方法】

・規模を評価する指標に
ついてはグループ全体
の数値を代表企業１社だ
けに集約するのではなく、
数社でも案分して評価

・質を評価する指標につ
いては連結で評価

・グループ全体での合理
化メリットを享受できるよ
う、グループ内の企業間
で技術者の出向を認め
てはどうか。

Ａ建設 Ｂ建設

Ａ建設

子会社化

Ｂ建設



狙い 経審・技術者制度の取扱い 見直しの視点

持株会社化に
よる経営統合

・グループの規模拡大
による価格交渉力・技
術提案力等の向上

・競合の回避

・事業領域の補完

（シナジー効果）

・経営状況の安定化

・合併に比べ機動的な
経営戦略の展開が図
れる。

・合併に比べ、統合の
コストやリスクが些少

・事業リスクの分散

１．経営事項審査

（１）原則的取扱い

・企業の実績は、個々の法人毎に評価

（２）持株会社化経審

・持株会社に所属する技術者等を各子会社に案分して評価

【認定要件】

・企業結合により経営基盤の強化を行おうとする建設業者で
あること（グループ内再編は×）。

・親会社は企業集団全体の基本的経営管理のみを行うもの
であること（事業持株会社は×）

・親会社が有価証券報告書提出会社であること 等

【課題】

・持株会社に所属する技術者が少ないためメリットに乏しい
のではないか。

・認定要件が厳しいのではないか（適用事例が少ない）。

２．技術者制度

（１）原則的取扱い

・グループ内で出向した技術者の現場配置は不可（直接的
かつ恒常的雇用関係と認められない）

（２）持株会社等におけるグループ内異動の弾力化

・持株会社化経審の認定対象となったグループ内では、親
子間の技術者の出向が可能。

【認定要件】

・上記持株経審と同様

【課題】

・子会社間の異動ができないのでメリットに乏しいのではな
いか。

・認定要件が厳しいのではないか（適用事例が少ない）。

・持株会社もグループ
経審を受審できるよう
にし、グループ経審と
持株会社化経審制度
を統合してはどうか。

・グループ全体での合
理化メリットを享受でき
るよう、グループ企業
間での技術者の出向
を認めてはどうか。

Ａ建設 Ｂ建設

ＡＢ
ホールディングス

Ａ建設 Ｂ建設



狙い 経審・技術者制度の取扱い 制度改正の方向

分社等によるグ
ループ化・持株
会社化

・意志決定の迅速化や経
営の効率化、グループ内
での経営資源の適切な配
分等が可能。

・不採算部門やノンコア部
門を切り離すことにより、
本業に経営資源を集中す
ることが可能。

・部門毎の機動的な事業
戦略が可能（部門毎のＭ
＆Ａ等）

１．経営事項審査

・分割時経審等の受審により、当該部門の分割前
の実績は承継可

・企業の実績は、個々の法人毎に評価（結果、分
割前と比べ規模に関する評価は悪化する可能性）

・グループ内再編の場合は、グループ経審・持株
会社経審の対象外

２．技術者制度

・グループ内で出向した技術者の現場配置は不可
（ただし、許可業種単位で分社した場合は３年間
の移行措置が認められている）

・グループ内再編の場合
も、グループ経審を活用
できるようにしてはどうか。

・グループ全体での合理
化メリットを享受できるよ
う、グループ企業間での
技術者の出向を認めて
はどうかか。

Ａ建設

Ｂ建設

Ａ建設

Ｃ建設

分社


